







































































































































































































































































































































































































































































過半数（定款で 3 分の 1 まで引き下げ可能）を有する株主が出席し、その議










































































































































































































































































































































































锟 「取締役の責任追及をめぐる忠実義務のアプローチ」 中国法学2008年 3 号を参照。
（31）羅培新など「我が国の会社の高級管理職の勤勉義務の司法裁量をめぐる実証分
析」証券法苑2010年 3 号402-403頁。また、実際のところ、裁判所による忠実義務
違反を判示した事例及び善管注意義務違反を判示した事例数は、凡そ 5 ： 1 であり









































行）」（1999年12月 1 日施行）第 6 条～第 9 条；③「会社法の適用における若干の難
関問題に関する浙江省高級人民法院民事審判第二部の理解」（浙法民二［2002］21
号）；④「会社法の適用の若干問題に関する江蘇省高級人民法院の意見（試行）」






















230　早稲田法学会誌第68巻 2 号（2018） 株主代表訴訟の和解と取締役の対会社責任の免除（張）　231
1 月15日公布）、「会社法司法解釈（二）（意見徴集稿）」（最高人民法院2007年 3 月
26日公布）、「株主代表訴訟事件の審理に関する深セン市中級人民法院の意見」（2010






























































（71）大阪地裁2000年 9 月20日判例時報1721号 3 頁。もっとも本件は控訴審でかなり








（76）最判平成21・ 3 ・10民集63巻 3 号361頁。
































































































定」 の 4 種類に分かれる（同規定 6 条 1 項）。司法解釈の施行後、人民法院がこれ
を裁判根拠とする場合は、司法文書において援用しなければならない（同規定 6 条
1 項）。人民法院は、法律と司法解釈を同時に裁判根拠として引用する場合は、先





華法学2006年 1 号11-12頁、王成「最高法院司法解釈効力研究」中外法学28巻 1 号
（2016）273頁などがある。
（116）黄輝「中国の株主代表訴訟制度：実証研究と改正建議」人大法律評論2014年巻
第 1 期232-244頁、拙稿・前掲（注17）251-252頁を参照。
（117）取締役の会社に対する任務懈怠責任の免除が会社債権者の利益に重大な影響を
及ぼす恐れがすでに60年あまりの前に学者から指摘されていた。酒巻・前掲（注
15）28頁を参照（なお、この論文の初出は、酒巻・前掲（注108）23-58頁である）。
